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学校

学校給食への有機農産物等使用促進による
食の指導充実に関する調査研究

・ 学校給食における有機農産物等の活用は、環境負荷低減や持続可能な食料生産の促進等に対する子供たちの理解を深める観点からも有効である等、教育的意義を有する。
・ 食料・農業・農村基本法が改正され、みどりの食料システムの確立に向け、学校給食への有機農産物の活用やそれを通じた環境負荷低減に係る理解を促す食育の実施が求め
られており、学校給食に有機農産物を活用する際の課題解決への支援が必要。また、オーガニックビレッジ等との連携を促し、生産から消費までの一貫したモデルの創出が必要。

・ 域内で必要な量の確保が難しく、定期的に生産者へ生産状況を確認したり、関係者間で協議を行う必要がある。また、一般的に流通している食材に比べるとコスト面でも課題がある。
・ サイズが不揃いであったり変形しているなどで学校給食用の納入規格に合わない。学校給食で使用するためには、生産者に加工済みの食材を納入してもらうか、調理場において
加工用の調理器具を使用する必要がある。

背景

課題

（担当：初等中等教育局健康教育・食育課）

令和7年度予算額 59百万円
（新規）

件数・単価 ８箇所・７百万円/箇所 交付先 地方公共団体 対象経費 諸謝金、人件費、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、借料
及び損料、会議費、雑役務費、備品費 等

アウトプット（活動目標） 短期アウトカム（成果目標） 長期アウトカム（成果目標）
・受託先における学校給食における有機農産物等の使用率
の前年比増
・学校給食の時間と連動した教科等における有機農産物等
を題材とした指導回数の前年度比増

・学校給食における有機農産物等の全国における使用率の上昇
・地域の食文化、食に係る産業や自然環境の恵沢、環境負荷低減
等に係る児童生徒の理解促進

・学校給食における有機農産物等の安定的な生産・供給体制
構築による有機農産物等を使用する自治体数の増
・ 学校給食の時間と連動した教科等における有機農産物等を
題材とした指導回数の全国における回数増

事業概要
学校給食における有機農産物等の総合的な使用促進・有機農産物等の使用を通じた環境負荷低減や食料安全保障の観点を含めた児童生徒の食育推進を目的
とし、先進事例創出のための調査研究を行う。

食の指導に係る
支援・助言等

調整

＜事業内容＞
〇有機農産物等の継続的な活用による食育の推進
・継続的に有機農産物等を題材に上げ、食文化・産業への理解促進、生産者への感謝の気持ちの醸成などに係る
方策と効果を研究
・継続的に有機農産物等を題材に上げ、持続可能性の高い農業に係る理解を促進することなどに係る方策と効果
を研究
・効果的な農業体験の導入等による環境負荷低減に係る理解を促す方策と効果を研究

                   
〇有機農産物等の安定的な供給による使用促進
・市町村内での仕組みづくりを担うコーディネーター等の人材配置や、安定的な供給の促進に資する契約による有機
農産物の導入への効果を研究
・調理器具の購入や人材配置の工夫、そのままでは活用が難しい食材を生産者側で加工して納品してもらうこと等
による有機農産物等の加工効率化の効果を研究
・有機農産物等を活用した新しいメニューの開発、食育を目的とした定期的なメニュー化の促進等による有機農産
物等の活用増加への効果を研究
・有機農産物等の供給量確保のための関係機関との連携方策の実施とその効果を研究

調整

＜事業のイメージ図＞

生産者・流通
業者等

安定的な有機農
産物等の供給

・有機農産物等を使用
した学校給食の提供

・有機農産物等を題材
とした食育の実施 等

・調理しやすいよう加工
・有機農産物等の紹介
や授業へ協力 等

・学校給食での有機農産物等の継続提供による活用促進
・有機農産物の使用を通じた児童生徒の食育の指導モデル創出

教育委員会
・コーディネーター配置
・有識者会議設置

有識者
協力

コーディネーター

関係機関
（農業関係部局等）

協力
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